
 

令和 5 年度 事 業 計 画 書 

 

公益財団法人 滋賀県生活衛生営業指導センター 

 

１．会議に関する事業 

 （１）理事会を年３回、評議員会を年 1 回、監査会を年１回程度開催する。 

 （２）上記について必要に応じ臨時に開催するとともに正副理事長会等を開催する。 

２．経営指導に関する事業 

 （１）経営指導員は「指導員設置要綱」に基づいて専門的な経営指導相談を行う。 

 （２）経営指導員の定員は３名とする。 

 （３）各種研修講習等に指導員を派遣し、経営指導に関する諸問題の研究と情報の交換

収集を図る。 

（４）働き方改革等に基づき月１回程度の在宅勤務を実施する。 

３．相談室の運営に関する事業 

 （１）相談室は「相談室整備要綱」に基づき運営する。 

 （２）相談日は、土曜、日曜、祝祭日を除く毎日の午前９時から午後５時までとする。 

（業務は午前 8 時 45 分から 5 時 30 分まで） 

 （３）事務職員の定員は１名とする。 

４．税務相談に関する事業 

   申告相談、消費税相談や記帳指導をはじめとして、生衛業に関する様々な税務相談に 

応じるため、指導センターに顧問税理士を置く。また、県下保健所地区ごとに顧問税理 

士等による相談会やインボイス等の講習会を開催する。併せて、生衛協会とともに主管 

税務署等との税務研修会の開催や税務広報に協力し連携を密にする。 

５．地区相談に関する事業 

 （１）地区相談については経営相談員会各支部と調整の上、地区ごとに開催する。 

 （２）営業施設の衛生確保と向上のため自主的な管理である自主点検に関して地区ごと

にその推進に努める。また、自主点検結果のデジタル報告を促進する。 

６．経営相談員会に関する事業 

  経営相談員の資質向上をはかるとともに、滋賀県生活衛生営業経営相談員会およびそ 

の支部組織を通じて、生衛業の経営の近代化・合理化と衛生水準の向上等に資する。 

７．相談指導顧問に関する事業 

  弁護士もしくは中小企業診断士、社会保険労務士等を指導センターの相談指導顧問と 

して委嘱し、生衛業に関する専門的かつ高度な相談指導を行う。 

８．融資指導に関する事業 

 （１）生活衛生改善貸付（無担保・無保証、略称「衛経」）の融資指導相談 

   ①衛経の審査委員会は申込に応じてセンター内で随時開催する。 

   ②この制度資金の高度利用による経営の近代化・合理化を促進する。また、この制 

度貸付の事故防止のための事後指導に努める。 

   ③この制度資金活用の要の役をなしている経営特別相談員の資質を向上させるため、 

全国生衛指導センターからの委託研修会を実施する。また、経営特別相談員に対

し生衛業特別指導を実施する。 



 

 （２）振興事業貸付等の融資指導相談と推進 

①振興事業貸付の該当業種について指導相談および融資の推進を図る。 

②一般貸付、特別貸付(生活衛生セーフティネット貸付等)、特例貸付(防災・環境対 

策資金、事業承継資金等）、担保の提供を不要とする融資制度等の推進をはかる。 

 （３）新型コロナウイルス感染症特別貸付を推進する。 

 （４）その他、全国指導センター、公庫両支店と連携して、生衛貸付全般の推進を図る。 

９．事業活動調整員の設置ならびに分野調整等指導に関する事業 

 （１） 地域の営業者における事業活動の調整のための自助努力を促進するため事業活動

調整員（１名・大津商工会議所専務理事）を設置し、次の職務を行う。 

   ①生衛業における事業活動に係る紛争事例に関し、相談斡旋、調停業務等、当事者 

間の自主解決の促進 

   ②地域の生衛業の事業活動等の状況について総合的な調査分析と情報収集 

   ③経営指導員、経営特別相談員等と事業活動の状況についての情報交換 

 （２）大企業等の進出による既存生衛業者との分野紛争等、事業活動調整員のみでは解

決の難しい紛争に対して「滋賀県分野調整事業協議会」を設置して、次の業務を行

う。なお、具体的な事案がない場合は紛争等に備えての「予備連絡会」を開催する。 

   ①事業活動に係る紛争等の相談、指導  ②地域の営業者の事業活動状況の調査 

③進出大企業等の事業活動の情報収集  ④紛争等に関する意見収集、 

   ⑤紛争解決のための分析        ⑥紛争等に関する方針の検討等 

１０．生衛業相談支援連絡協議会事業 

   日本政策金融公庫の大津・彦根両支店と経営相談員、経営特別相談員、各生活衛生 

同業組合役員、職員等との生衛貸付に関する相談支援連絡協議会を開催し、融資の利 

用促進、生衛融資制度の改正、生衛組合からの改善要望、生衛貸付の事故防止等に関 

して協議する。またこの事業の一環として、公庫との共催による研修会を実施する。 

１１．情報化整備に関する事業 

 社会経済構造の変化や新生活様式に即応した相談指導を行うため、全国生衛指導セ 

ンター等との生衛情報ネットワークの高度利用、オンラインによる会議や研修会の実

施、当指導センターホームページの更新等をはかる。また、しインターネットでの生

衛業に関するデータ検索等の質と量を高め生衛業者等への情報提供とＩＴ化支援を行

う。 

 また、指導センター内ＬＡＮのセキュリティ等の維持管理ならびにインターネット

セキュリティの統合管理を行うとともに、新公益法人会計に対応した会計システムの

運用や情報公開等に対応する。 

１２．生衛業再生特別支援事業 

 （１）生衛業再生支援の特別相談窓口の設置 

    経営上必要な融資、税務、労務等に関する専門的知識を有する者が対応する特別

相談窓口を設置し、再生可能な生衛業者に対して専門的かつ具体的な経営改善指導

を行う。 

 （２）再生支援特別研修会の開催 

    再生支援に当る専門家を補助する経営特別相談員等の専門知識や指導技術を高め

るため生衛業経営者等に対して中小企業診断士協会、よろず支援拠点、事業引継ぎ



 

支援センター等と連携して事業再生支援の参考となるよう特別研修会を開催する。 

１３．生活衛生営業健康推進等事業 

（１）生衛業連携促進事業 

   高齢者に対する訪問理美容や外出支援サービスなど、地域の生衛業者が各市町村

が実施する地域包括ケアシステムの在宅生活支援サービス等と連携するなどして、

地域社会との共存や福祉などの社会的要請に応える形で、生衛業の新たな活動分野

の拡大に努める。 

また、生衛組合同志が連携して実施する各種振興事業等を支援する。 

（２）災害時支援体制整備等推進事業 

県と締結した生衛業の包括支援が実際に稼働するよう生衛協会とともに準備に努

める。また、帰宅困難者対策対応に努める。 

（３）飲食店健康増進等普及支援事業 

   受動喫煙防止対策のため飲食店での利用者・消費者の副流煙被害の防止をはかる

とともに、生衛業経営者の健康増進に寄与する研修会等を実施する。 

（４）新型コロナウイルス等感染症対策 

   新型コロナウイルス、新型インフルエンザやノロウィルス等の感染症等について

の研修会を開催するとともに、指導センターホームページでの感染症情報の掲載や

リーフレットの配布等を通じて、生衛業者の防疫意識を高揚し、衛生水準のさらな

る向上を推進する。 

１４．後継者育成支援事業 

生衛業の経営において課題とされている後継者確保支援等のため、県内の小中高校・ 

大学等での「出前インターンシップ（出前授業）」を実施する。これは、センター内

の経営指導員と就職支援アドバイザーが連携を密にして、生衛業に対する職業観の向

上を図るもので、これにより生衛業への就労と生衛業そのもののＰＲを促進する。 

また、この事業の一環として、金融公庫・喫茶飲食組合・立命館大学食マネジメン

ト学部の共催でて飲食店新規開業希望者等のための「カフェの学校」を実施する。 

１５．消費者コールセンター等事業 

   消費者相談窓口(コールセンター)を設置し、消費者等からの苦情相談に対応すると 

ともに、苦情等の情報収集ならびに分析等により生衛業全般のレベルアップをはかる。 

併せて各市町村の消費者相談窓口と連携を密にする。 

１６．生衛業の振興に関する事業 

生衛業の振興に関する次の事業を実施する。なお、振興事業企画運営委員会（令和

6 年 3 月予定）で各組合との共催事業案を策定し、年度末理事会で決定する。 

 （１） 営業者の自主衛生管理推進事業（新規開業等に対する生衛法に係る情報提供のた

めのマニュアル作成や増刷含む） 

 （２） 消費者サービスの向上・需要開拓拡大事業 

 （３） 専門技術者養成確保事業 

 （４） 経営安定および強化のための融資相談および指導事業 

 （５） 後継者育成事業（出前インターンシップとは別内容で、各生衛組合が主体となっ

て指導センターと共催する事業） 

１７．標準営業約款（Ｓマーク）の登録に関する事業 



 

 （１）クリーニング業、理容業ならびに美容業の標準営業約款（Ｓマーク）の新規・再

登録の推進をはかる。 

 （２）安心・安全のＳマークを広く周知させるための広報(本年度は美容業の S マーク

PR ティッシュを配布)を実施する。 

１８．クリーニング師等研修講習に関する事業 

   クリ－ニング業法に基づく県知事指定のクリーニング師研修、クリーニング業務従

事者講習についてⅠ型（参加形式）もしくはⅡ型（通信形式）で受講推進に努める。 

 （１）予定時期 

    Ⅰ型 クリーニング師の研修・・・・・・令和 5 年 10～11 月 (1 回) 

  Ⅰ型 クリーニング業務従事者の講習・・平成 5 年 10～11 月 (1 回) 

  Ⅱ型 通信による研修講習・・・・・・・平成 5 年 10～11 月 

 （２）予定対象 原則として県北部を対象とするクリーニング所および取次所 

 （３）予定場所 彦根市 

１９．全国生衛指導センター等からの委託調査等に関する事業 

   全国生衛指導センター等の委託を受けて、経営状況、景気動向の各調査事業の他、

最低賃金引上げ等の収益力向上セミナー事業、生営業のデジタル化推進事業、経営支

援の緊急対策事業、一人親方の飲食店に対する受動喫煙対策助成金事業等を実施する。 

２０．広報に関する事業 

（１）「生衛しが」は当面休刊しホームページを拡充して経営指導に関する具体的事項や業 

界情報等の発信に努める。 

 （２）令和 5 年１０月現在の滋賀県生衛関係団体名簿を発行する。 

２１．滋賀県総務課の指導を得ながら公益財団法人として遺漏なきよう法人の適正運営に

努める。また、特定個人情報（マイナンバー）について適正に管理する。 

２２．理容師美容師試験等に関する事業 

   公益財団法人理容師美容師試験研修センターが実施する理容師美容師試験ならびに

管理理美容師資格認定講習会について、衛生審査員の派遣など可能な範囲で業務に協

力する。 

２３．前各号に付帯する事業 

（１）各生衛組合が実施する事業等の指導助言を行うとともに、該当組合に対して振興

指針に基づく計画事業の推進等を図る。 

 （２）生衛協会の運営業務については、自立のための業務体制の見直しに伴う範囲で受

託するが、専従の事務局 1 名が設置されたことから会計を含む事務全般をできるだ

け早い時期に引き継ぐよう努める。 

なお、センターと協会は今後も連携を密にし、常に相互支援できる体制をつくる。

また、浴場組合事務の一部を受託する。 

 （３）その他前各号に付帯する事業を実施する。 

 


